
 

地理識別子（地物共通 ID）の体系化に関する調査研究 
 

 

実施期間       平成 22 年度～     ○ 

測図部測図技術開発室 石山 信郎  藤村 英範 

大野 裕幸      ○ 

 

１．はじめに 

 測図技術開発室では，地理空間情報の利活用の推進及び効率化・高度化等の実現を目的として，「地

理識別子」（場所を識別するための自然言語又はコード）の整備に関する調査研究を実施しているとこ

ろである．本調査では，「地理識別子」の一種であり電子国土基本図や数値地形図等の地理空間情報に

記録される地物データに付与し，広く公開して利用することにより計算機処理の利便性を向上させる

ことを目的とした地物共通 ID（仮称）のコード体系を構築し，地理識別子（住所）および（信号交差

点）のコード原案を取りまとめた． 

 

２．有識者委員会の設置 

本調査を実施するに際して「地理識別子（地物共通 ID：仮称）の体系化に関する検討委員会」を設

置し検討を行った．この委員会は，地物に対して共通に付与する地理識別子の在り方を明確にし，体

系化すべき範囲と体系化の方向性について検討し，住所及び信号交差点データのコード原案を作成す

る事を目的とした．委員会は表－１に掲げる者により構成した．また，委員長の推薦を受けた２名を

オブザーバーとして加えた． 

 

表－１ 委員及びオブザーバー 

 

 
氏名 所属 備考 

委員長 有川正俊 東京大学空間情報科学研究センター教授 学識経験者 

委員 飯塚新真 
株式会社昭文社デジタルコンテンツ 

営業本部長 
地図プロバイダー 

委員 碓井照子 奈良大学文学部地理学科教授 学識経験者 

委員 川野繁一 財団法人日本情報処理開発協会主席研究員 関連団体 

委員 西川治幸 
株式会社ゼンリン GIS 事業本部 

首都圏 GIS 営業部営業部長 
地図プロバイダー 

委員 村山祐司 筑波大学生命環境科学研究科教授 学識経験者 

委員 八木新太郎 財団法人日本デジタル道路地図協会 関連団体 

オブザー

バー 
相良 毅 

東京大学空間情報科学研究センター  

客員研究員 
研究者 

オブザー

バー 
古橋 大地 

東京大学空間情報科学研究センター 

特任研究員 
研究者 
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３．地物共通 ID の原案 

３．１ コードの要件 

地物共通ＩＤ（仮称）が満たすべきコードの要件は、利活用の促進等を考慮し以下の通りとした． 

 １）コードの対象の定義が明確であって，その定義が無償・自由に入手できること 

 ２）コードは無償・自由に入手でき，無償・自由に再利用できること 

 ３）コードは上位層と実コードからなること  

 ４）上位層は責任ドメインと対象の種別から構成される URI 形式とすること 

 

３．２ 地物共通 ID「住所」のコード原案 

 「町又は字」の町域部分を英数字で置き換える方式のコードを整備することとし，英数字に置き換

える方法は，読みを尊重してローマ字化し最大 6 文字を利用する． 

 図－１は，住所コードの例（大阪市中央区大手前一丁目１番 76 号）である． 

 

 

図－１ 「町又は字」の町域部分を英数字で置き換える方式のコード 

 

 なお，既存コードとの連携を図るため「数値によるコードについては，継続して検討する」ことと

した． 

 

３．３ 地物共通 ID「信号交差点」のコード原案 

 既存コードと合致する信号交差点コードを付与することとする．下記はデジタル道路地図協会のノ

ード番号の規則を利用した場合の例である． 

 地物共通 ID「信号交差点」のコードの例，http://gi.gsi.go.jp/shingo/533945004290 

 

４．今後の課題 

 本調査により明らかとなった課題は以下のとおりである． 

 １）「地物共通 ID：仮称」に対応する呼称の再検討 

 ２）住所コードについて方書等のコード拡張方法の検討 

 ３）コードの提供方法の検討 

 ４）他の地物への展開 

 ５）コードの登録・管理方法の検討 

 ６）活用の推進 

 今後は示された検討課題について引き続き調査研究を実施するとともに，電子国土基本図（地名情

報）「住居表示住所」について地物共通 ID「住所」コードの付加を開始し，また，既存コードとの連

携を図るため関係機関との調整を進める予定である． 
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電子国土基本図（地名情報）「住居表示住所」の提供 
 

 

実施期間       平成 22 年度～     ○ 

測図部測図技術開発室 永井 博久  坪内 義樹 

石山 信郎  藤村 英範 

大野 裕幸      ○ 

 

１．はじめに 

測図技術開発室では地理空間情報の利活用の推進を目的として，地理識別子（地物を間接的に参照

するための名称やコード）の調査研究を行っている．特に広範な分野で使用される地理識別子である

「住所」については，住居表示実施地区を対象として地理識別子（住所）としてデータ整備を進めて

いる．そのうちの基礎番号データについて，電子国土基本図（地名情報）「住居表示住所」としてデー

タ提供を開始した． 

 

２．電子国土基本図（地名情報）「住居表示住所」 

電子国土基本図（地名情報）「住居表示住所」とは，「住居表示に関する法律」に基づいて住居表示

が行われている地区の住居番号（○○市○○○丁目○番○号という住所のうち，「○号」に該当する番号）を

決める際に用いる「基礎番号」の代表位置（図－１）をデータ化した基本測量成果であり，市町村が

調製した住居表示台帳を基盤地図情報や電子国土基本図（オルソ画像）等の測量成果に位置合わせし

て作成したものである． 

 

図－１ 街区方式の住居表示の原則の模式図 

 

データの内容は表－１のとおりである．現在, 様々な種類の地物について付与する ID（コード）の

統一的な体系に関して，有識者による委員会を設置して検討中であり，ID（コード）体系の決定後に，

その体系に基づく住所コードを付与する計画である． 
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表－１ 電子国土基本図（地名情報）「住居表示住所」のデータ内容の例 

 

３．データ提供 

 平成 23 年 1 月から国土地理院のホームページにてデータ提供を開始している．コンテンツは閲覧サ

ービス（図－２）及びダウンロードサービス（図－３）から成り，閲覧サービスについては街区毎に

地図画像を表示したものと，データ内容を帳票形式で表示したものの二種類がある．地図画像生成に

は WMS(Web Map Service)を利用して,基盤地図情報及び電子国土基本図（地図情報）から背景画像を

切り出し，「住居表示住所」を電子国土 web 用に xml 化したデータを重ね合わせている． 

 

図－２ 閲覧サービス 

 

 

図－３ ダウンロードサービスとダウンロードデータ 

 

４．今後の予定 

 全国の住居表示実施地区についてデータ整備を進めており，順次，提供市区町村を拡大していく．

また，建築物代表点の「住居番号データ」及び「住所コード」についても，平成 23 年度に提供開始す

る予定である． 
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電子国土基本図（地図情報）道路中心線データの整備 
 

 

実施期間       平成 22 年度～ 

測図部測図技術開発室 坪内 義樹  永井 博久 

石山 信郎  藤村 英範 

大野 裕幸             

 

１．はじめに 

道路中心線データは，道路路線の地理識別子や幅員を属性情報として加えることで，地理空間情報

の効率的な整備（更新情報の管理など）やマルチスケール展開（大縮尺の地図から小縮尺の地図を自

動生成すること）などへの活用が期待されており，道路縁データと一体で整備されることが望まれて

いる．しかし，これまでの電子国土基本図（地図情報）道路データにおいては，道路縁の初期整備は

完了していたが，道路中心線の初期整備については，平成 22 年度に実施された定期修正地区に限られ

ていた．そこで，定期修正による整備地区を除く全国について電子国土基本図（地図情報）道路中心

線データを初期整備するための技術開発を実施することとなった．  

 

２．整備内容 

平成 22 年度は，電子国土基本図（地図情

報）縮尺 2500 レベルエリアの道路中心線デ

ータの整備を実施した．整備範囲は平成 21

年度までで電子国土基本図（地図情報）デ

ータの縮尺25000レベルから縮尺2500レベ

ルへの入れ替えが完了した 9301 ㎢である．

（図－１）． 

 

 

 

                  図－１ 整備範囲 

 

３．整備方法 

 道路縁データは面を構成できるよう一定の向きのベクトルデータとして整備されていることから，

道路面を生成していったん白黒２値のラスターデータに変換し（処理１），細線化する（処理２）こと

で道路中心線を取得することとした．細線化とは，２値画像を幅１画素の線画像に変換することによ

るラスタベクタ変換処理の手法の一つであるが，その性質上，行き止まり部分がＹ字になったり，Ｔ

字路部分のノード位置が交差点エリアの中央に引っ張られることで，道路の直線性が失われたりする

など，細線化の結果をそのまま道路中心線データとするには不十分である．この問題を解消するため，

細線化後のラスターデータをベクトルデータへ変換した後，更にプログラムによりベクトル形状の整

形処理を行うこととした（処理３）．以上の処理の流れを図で表すと図－２のようになる． 
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図－２ 道路縁データから中心線を取得する処理の流れ 

 

処理３については，ベクトル変換及び短いヒゲ状のベクトルを消去するための簡易な整形を行う一

次処理プログラム（処理３－１）と，これだけでは改善できなかった複雑な形状を更に整形する別の

二次処理プログラム（処理３－２）による２段階の処理を行った．また，整形と同時に道路縁データ

から自動計測により幅員の属性情報の付与を試みた． 

これらの処理は電子国土基本図の 30 秒タイルを単位として行ったが，細線化後の道路縁データには

タイル境界間にずれが生じるため，処理３の最後に接合処理も行った．なお，立体交差部については，

細線化の処理で地上部と立体部がつながってしまうのを防ぐため，先に地上部について処理し，その

後に立体部の処理を行った．ただし，複雑な立体交差部も含め，自動で処理しきれなかった箇所は手

作業で対応することとした． 

 

４．処理の結果 

 自動処理した結果の例を図－３に示す．左図は元の道路縁データ，中央図は自動処理により得られ

た道路中心線データであり，１タイルの範囲を表している．また，右図は四角の部分を拡大し，道路

縁データと中心線データを重ねて表示したものである． 

 

    

     道路縁データ        道路中心線データ    拡大図   道路縁データ 

道路中心線データ 

 

図－３ 処理の結果 

 

５．今後の予定 

縮尺 25000 レベルエリアについては旧 NTIS のデータを活用し，経年変化部については，即時修正の

行われた道路縁データから中心線を発生させることで対応し，今後は 2500 レベルエリアを含む全国の

道路中心線データを整備していく予定である．新たに 2500 レベルの入れ替えが行われた地区について

はその都度整備する．また，属性情報として付与する道路路線の地理識別子についても検討していく． 

処理１ 処理２ 処理３－１ 処理３－２ 
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ALOS/PRISM の精度検証 
 

実施期間       平成 19 年度～平成 22 年度 

測図部測図技術開発室 南  秀和  下野 隆洋 

大野 裕幸 

 

１．はじめに 

空中写真撮影及び現地測量が困難な一部の地域においては，陸域観測衛星 ALOS の画像を用いて，遠

隔地に設置した地上基準点から間接的に位置を求めることにより，地図情報整備を行うことが可能な

ことがこれまでの検証で明らかになっている．本研究では，さらに本土から極めて遠く離れた地域な

ど，間接的な地上基準点の利用さえも困難な地域における手法として，飛行中の航空機を ALOS で観測

し，画像に映し込まれた航空機を基準点として利用する手法を検討し、精度検証を行った． 

 

２．研究内容 

ALOS は地球を南北方向に周回しながら軌道上の地上の状況を走

査状に観測（撮影）する衛星であり，同一軌道上で観測された三方

向立体視センサ PRISM（以下，「ALOS/PRISM」という．）の画像は連

続的であるため相対的な位置の誤差が極めて小さい．このため衛星

進行方向で緯度差 10 度以内に設置された地上基準点から，間接的に

高い位置精度の確保が可能であるが（佐藤ほか 2008），本土から非

常に遠く離れた一部の地域は，同一軌道上に陸地が無いため基準点

の設置自体が不可能である．なおこのような場合，海上で停止した

船舶上で測量を行うと同時に衛星で観測し基準点とする手法が考え

られるが，船舶の航行性能から莫大な手間と費用かかり，現実的で

はない． 

一方，測量用航空機には写真測量用に高性能の GPS/IMU 装置が搭載され，飛行中 0.005 秒毎に正確

な機体の位置を計測することが可能である．また，ALOS の飛行速度は時速約 25,000km と非常に高速

なため，飛行中の航空機の観測（撮影）を行う，すなわち機体上を通過する時間はわずかであり，観

測時に航空機は静止しているとみなすことができると考えられる．そこで，平成 22 年度から就航した，

測量用航空機「くにかぜⅢ」を用いて，飛行中の航空機が ALOS の基準点として利用可能かどうか，次

の方法の検討及び検証を行った． 

 

1. ALOS/PRISM により飛行中の航空機を観測し（図－１（ア）地域，以下「空中基準点観測地域」と

いう），観測画像，すなわち衛星の軌道情報から航空機の位置を算出する．この値と航空機搭載の

GPS 観測値との差を求めることにより，この観測における ALOS/PRISM 画像の持つ誤差量を求める． 

2. 空中基準点観測地域から同一軌道上の離れた地域（図－１（イ）地域，以下「図化検証地域」と

いう）において，観測と同時（同日）に撮影された画像上で図化のための標定点を選点し，画像

から位置を算出する．その結果を空中基準点観測地域で求めた誤差量分の補正を行い，図化検証

地域における標定点成果とする． 

3. 求められた標定点成果を用いて図化検証地域においてステレオ図化を実施する．その結果を，2500

レベル基盤地図情報を真値として比較し，誤差を評価する． 

 

図－１ 検証対象地域 
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図－２ 画像上でのくにかぜⅢ位置計測 

表－１ ALOS 画像の誤差量算出結果 

直下視 後方視 

ΔX = 0.42m 
ΔY = 2.06m 

ΔX =  2.10m 
ΔY = －9.00m 

 

図－３ 図化データ(道路)の例 

表－２ 図化精度検証結果（誤差：ｍ） 

種類 
(測点数) 

水平位置  標高 
道路 
(42) 

水崖線  
(21) 

建物 
(39) 

道路 
(38) 

最小 0.95 1.23 0.18 0.10 
最大 5.37 6.28 8.17 5.41 
平均 3.10 3.61 5.05 1.76 

標準偏差  1.09 1.21 1.55 1.91 
RMSE 3.29 3.80 5.28 2.15 

 

３．得られた成果 

３．１ 空中基準点観測 

 平成 22 年８月４日，空中基準点観測地域において，飛行

中の「くにかぜⅢ」を ALOS/PRISM の直下視及び後方視セン

サで観測し，観測時の飛行高度を均一な標高値（楕円体高）

として与えたオルソ（正射投影）画像を作成した（図－２）．

この画像は作成に用いた標高値のみにおいて正射された平

面位置となることから，画像から水平位置を算出し，くに

かぜⅢ搭載の GPS 観測値との差を求めた（表－１）． 

３．２ 標定点算出 

 図化検証地域において，ALOS/PRISM 直下視画像からジオ

イドデータを標高値として与えたオルソ画像を作成した．

作成した画像は，楕円体高＝ジオイド高，すなわち標高０

ｍ付近の場所において正射された平面位置となる．画像上

で明瞭に確認できる海岸線付近の３か所の座標を計測し，

その結果を空中基準点観測地域で求められた誤差量分の補

正を行なったものを図化に使用する標定点成果とした．ま

た，後方視画像についても同様の計算を行い，直下視画像

で求められた結果と比較したところ，双方で１ｍ以内の差

であった．よって，観測及び算出の過程並びに得られた標

定点成果に誤りはないものと考えられる． 

３．３ 図化及び精度検証 

 算出された標定点を使用してステレオ図化を行い，道路

（交差点中心），水崖線（擁壁等），建物（外周線の角）の

水平位置並びに道路交差点の標高値を計測し，既存の基盤

地図情報 2500 レベルデータを真値として比較した. 図－

３は図化データ（実線）と基盤地図情報（点線）の重ね合

わせの例である．結果は表－２のとおりとなり，この手法

を用いることにより，２万５千分１地形図の精度（RMSE：

平面位置 17.5ｍ，標高点 3.3ｍ，等高線５ｍ）及び都市計

画区域外の基盤地図情報の精度（平面位置 25ｍ，高さ５ｍ）

の何れも満たすことが可能であると考えられる． 

 

４．結論 

ALOS 画像に写しこまれた飛行中の航空機を基準点とする手法により，地図情報レベル 25000 の位置

精度を持つ遠隔地の地図情報の整備が可能であることが明らかになった． 

 

参考文献 

佐藤壮紀ほか（2008）：ALOS/PRISM の RPC モデルを用いたステレオ図化精度検証，日本写真測量学

会平成 20 年度年次学術講演会発表論文集，107-108． 
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図－２ 斜め写真による火口の様子 

図－３ 航空機 SAR 再生画像 

図－１ コース図 

航空機搭載型合成開口レーダによるデータ緊急取得業務（新燃岳） 

 

実施期間       平成 22 年度～            

測図部測図技術開発室 下野 隆洋  南  秀和 

西井 康郎  大野 裕幸 

１．はじめに 

火山噴火活動が活発化した霧島山（新燃岳）において，X バンドの航空機搭載型合成開口レーダ（以

下，「航空機 SAR」という．）による，火口地形観測を平成 23 年２月１日及び２月７日に実施した． 

 

２．観測概要  

航空機 SAR をくにかぜⅢ（セスナ 208B）に搭載し，火口を取り囲む 8 本の直線コースで観測を実施

した（図－１）．航空機の安全な運航を考慮し，各コースと火口中心までの平面距離を８km 以上確保

するため，フライト高度を 4,250ｍ，レーダのオフナディア角を 70°

とした．また，SAR 観測と同時に斜め写真，動画像等の撮影を実施し

た． 

一回目の観測は２月１日 11 時 47 分から 13 時７分の間に実施した．

なお，この日の朝に１月 27 日以降で 4 回目となる爆発的噴火が発生し

ている．二回目の観測は２月７日 11 時 45 分から 13 時 52 分の間に実

施した．この間の爆発的噴火は２月３日を最後に途絶えており，二回目

観測から４日後の２月 11 日 11 時 36 分に，８日ぶり 10 回目となる爆発

的噴火が発生した． 

 

３．斜め写真及び SAR 再生画像  

概ね２時間の観測時間の中で特

に噴煙の少ない時間帯では光学カ

メラでも火口内部の状況を捉える

ことができた．撮影には市販一眼

レフカメラを使用した． 

一方，噴煙による影響を受けない SAR 画像では 8

コース全てでデータを取得することができた．再生

画像の諸元はルック数 4（Az）×1（Rg），分解能 1.5

ｍ（Az）×1.6ｍ（Rg），地上画素寸法 1.25ｍである．

なお，画像は火口付近の平均標高である 1,400m に一

律投影しているため，地形形状による歪みが含まれ

ている． 

取得した斜め写真（図－２）及び SAR 再生画像（図

－３）からは２月１日観測データで，火口中心を頂

点とした年輪模様の溶岩が確認できた．直径は概ね

600ｍであり，火口縁の最も低い地点の標高と溶岩ド

ームの縁との標高差は，50～60ｍであった．２月７
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日観測では溶岩の直径に大きな変化は見られなかったが，溶岩形状がやや平たく，年輪模様が薄くな

り，また全体の色合いが白っぽく変化していることを確認した． 

  

４．標高値による火口内堆積量の推定  

干渉処理により得られた８コースそれぞれの標高値を合成することで，シャドウの少ない標高値を

作成した．また，得られた２月１日及び２月７日の標高値と噴火前の標高値を比較することで，火口

内の堆積物の量を推定した（図－４）． 

 噴火前の標高値は，平成 21 年にレーザースキャナを用いて観測された５ｍメッシュのデータを使用

した（国土交通省大隅河川国道事務所提供）．これと，噴火後に観測した２回の航空機 SAR のデータ解

析結果から得られた 2.5ｍメッシュの標高値との差から，火口内地形の変化量（火口内に堆積してい

る溶岩などの体積と推定される）を算出した． 

今回の堆積量の算出に使用した航空機 SAR の解析結果は速報として得られた値であり，高さ方向に

５ｍ～10ｍの誤差を含む可能性があるが，これを考慮した結果，火口底の上昇は噴火前とくらべて最

大 100～110ｍであり，また，火口内の堆積物の量は，２月７日時点で約 1,800 万 m3 プラスマイナス

100 万 m3 程度という値を得た． 

また，同様の解析を実施した２月１日時点の堆積量も 1,800 万 m3 程度とみられることから，２月７

日までの間で堆積量はほとんど変化していないと推定される． 

    

  

５．まとめ 

火山活動が活発化した霧島山（新燃岳）について航空機 SAR による火口地形観測を二時期で実施し

た．再生画像および火口内部の 2.5ｍメッシュ標高値を生成し，火口内部の形状や堆積した溶岩量の

推定を行った．得られた成果は関係機関へ防災資料として提供した． 

 

参考資料 

気象庁 HP，噴火警報・予報資料 http://www.jma.go.jp/jp/volcano/（accessed 29 Mar.2011） 

図－４ 噴火前と噴火後の地形標高データ（右：段彩図，左：断面図） 
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地理識別子を活用する社会システムの実現に関する研究 
 

 

実施期間       平成 20 年度～平成 23 年度 

測図部測図技術開発室 藤村 英範  石山 信郎 

大野 裕幸        

 

１．はじめに 

 場所と関係を持つ情報（地理空間情報）は，すべての情報の８割を占めると言われている（野口，

2008）．しかし，すべての情報のうち，実際に計算機又はインターネット上で場所と明示的に結びつい

ている情報は，ごく少数に限られている．情報技術の進展により，あらゆる情報をインターネット上

で結びつけていく動き（Linked Data コミュニティ, 2011）（LODAC プロジェクト，2011）等に関連し

て，場所に基づく情報の結びつけとそれによる付加価値情報の生産が社会の様々な分野で試みられて

いる．しかし，国土交通省や地方公共団体が管理している社会資本に関する公的な定義情報，さらに

はその社会資本に関する情報については，社会活動の基礎的な情報であるにも関わらず，整備・提供・

活用の動きが遅れている．社会資本の情報は，基本測量・公共測量を通じた国土地理院の関与が深い

情報でもあることから，これら情報を有効に供用する方法について実践的な研究を行った． 

 

２．研究内容 

 「場所と関係を持つ情報」を実際に「場所と明示的に結びついた情報」にするには，情報一つ一つ

を解釈して経緯度の数値を与えていくのではなく，情報そのものに既に埋め込まれている施設名や地

名等の情報（地理識別子）により結びつけを行うのが効率的である．その理由は，地理識別子は元の

情報に既に埋め込まれており新しい情報を付加する必要がないため，また，地理識別子による参照は

経緯度座標による空間参照と比べ，人間とりわけ実務者の空間認識を反映しており，同じ地理識別子

が与えられている情報を結びつけて引き出すことにより，意味のある情報抽出ができるためである．

情報を経緯度によって地図上に「ピン留め」するのが従来の地理空間情報の「重ね合わせ」の発想で

あるとすれば，地理識別子による情報の「結びつけ」は，情報を地理識別 

子によって「インデクス（見出し）付け」し，必要に応じてまとめて地図上に表示する発想であると

言える（図－１）． 

本研究ではこれまで，国土交通省の地方整備局に属する事務所の業務で作成される情報を「場所と

明示的に結びついた情報」にして業務の効率化・高度化に役立てることを目標に，その結びつけに用

いる地理識別子項目を洗い出し，事務所の管内図等から地理識別子データを試験的に整備し，Web 公

開されている業務情報を地理識別子に結びつける簡易な方法を検討した．この中で，(1)「業務情報は

使用範囲に応じて適切に情報管理される必要があること」及び(2)「結びつけに用いる地理識別子とし

ては，住所や信号交差点等，社会資本分野に限らない一般的なものも有効である」ことが明らかとな

った．そこで，平成 22 年度は，次の３点について研究開発を行った． 

(1)業務情報を距離標，住所等の各種地理識別子や道路基盤地図情報等の図面に対して登録し，また登

録された情報を閲覧できるようにするための Web アプリケーション環境の構築． 

(2)国土地理院が整備している住所や信号交差点の汎用的な地理識別子を，その膨大なレコード数にも

関わらず実用的な速度で情報の結びつけに使用できるようにするためのソフトウェアの開発． 

(3)イントラネットを有する業務環境で，業務の段階に応じて情報の共有範囲を管理しながら業務情報
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を地図に結びつけて共有・管理する実用的な環境の構築． 

 

図－１ 地理識別子による情報の「結びつけ」概念及び本年度の研究開発項目 

 

３．得られた成果 

(1)近年のブラウザに備わる高度な機能を活用し，業務情報を簡易に登録及び閲覧する技術を開発した． 

(2)地理識別子データの空間的な粗密度分布をあらかじめ計算しておき，地理識別子の検索範囲を高速

に予測することで，地理識別子を平均 10ms 以下で別種別の地理識別子に対応付ける技術を開発し

た．これにより，ある種類の地理識別子で見出し付けした業務情報を，別種類の地理識別子によっ

てオンデマンド・リアルタイムに検索できることが明らかとなった．  

(3)ネットワーク上にあるデータベースへのアクセスを JavaScript API により行うこととし，ブラウ

ザに備わった小容量の記憶領域 API（localStorage）と透過的に扱えるようにすることで，個人用・

組織共有用・公開用の業務情報を透過的に扱える技術を開発した．また，同技術の適用により，住

所や信号交差点等の基礎的地理識別子の定義情報については，組織ごとにコピーを持つのではなく，

インターネット上に提供したものを使用すれば良いことを実証した．  

開発した技術を実用化するにあたっては，各種の地理識別子の具体的なコード化規則を早期に決定

し，地理識別子の定義情報を実際に使用可能な形で提供していくことが最も重要な課題である． 

 

４．結論 

社会資本に関する情報を地理識別子による「場所」の切り口から結びつけて業務に即して供用して

いく手法について，イントラネット環境への対応や地理識別子間の対応付け等の課題を解決した．  

 

参考文献 

野口 聡（2008）：地理空間情報活用推進に係る経済産業省の取組について，東京大学空間情報科学研

究 セ ン タ ー 「 空 間 情 報 社 会 研 究 イ ニ シ ア テ ィ ブ 」 第 二 回 公 開 シ ン ポ ジ ウ ム ，

http://i.csis.u-tokyo.ac.jp/event/20080801/index.files/02_01_KokaiDoc.pdf（平成 23 年 3 月

15 日閲覧） 

Linked Data community ， Linked Data - Connect Distributed Data across the Web ，

http://linkeddata.org/（平成 23 年 3 月 15 日閲覧） 

LODAC，LODAC Projects Site，http://lod.ac/projects/（平成 23 年 3 月 15 日閲覧） 
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地上画素寸法 0.5ｍ以下級の衛星画像を用いた地図作成に関する共同研究 

（第１年次） 
 

実施期間        平成 22 年度～平成 23 年度 

測図部測図技術開発室 南  秀和  藤村 英範 

大野 裕幸               

地理地殻活動研究センター地理情報解析研究室    

小荒井 衛    中埜 貴元 

 

１．はじめに 

近年，光学衛星の高分解能化が進んでいることから，地上画素寸法 0.5ｍ以下級の衛星画像を実際

の地図作成工程に即して精度評価することにより，測量・地図作成分野における当該衛星画像の活用

に寄与することを目的として，官民共同研究により，「地上画素寸法 0.5ｍ以下級の衛星画像を用いた

地図作成に関する共同研究」を平成 22 年度より実施することとした． 

 

２．研究全体の概要 

官民双方の研究参加者，研究対象項目及び研究分担を表－１に示す．また，研究の対象となる地区

は，「つくば市周辺」，及び「三浦半島周辺」の２箇所を設定し，使用する衛星画像は民間事業者より

提供された． 

表－１ 共同研究内容及び分担 

研究対象項目 研究分担 

テーマ１ 0.5ｍ以下級衛星画像製品の位置精度評価 

日本スペースイメージング（株） 

（株）日立ソリューションズ 

（50 音順，各社において実施） 

テーマ２ 0.5ｍ以下級衛星画像からの図化の精度評価 国土地理院 測図部 測図技術開発室 

テーマ３ 0.5ｍ以下級衛星画像の判読及び主題図作成の研究 
国土地理院 地理地殻活動研究セン

ター 地理情報解析研究室 

 

３．各テーマの研究内容及び得られた成果 

１）テーマ１：0.5ｍ以下級衛星画像製品の位置精度評価 

 国土地理院の基盤地図情報（10ｍメッシュ標高）データを使用してオルソ化された衛星画像を，国

土地理院が提供する地上検証点において GPS 測量を行った座標値と比較し，画像の持つ水平位置の誤

差量を各社において検証した．その結果，次のような成果が得られた． 

 ①GeoEye-1 オルソ画像の水平位置誤差（RMSE）は，補正点を１点使用してオルソ補正を実施するこ

とにより,おおむね 1ｍ以内となったことを確認した．また，オルソ補正に使用した基盤地図情報

10ｍメッシュ標高（10ｍDTM）の高さ誤差について検証し，オルソ画像の位置誤差を撮影角度と 10

ｍDTM の高さ誤差から定量的に説明することができた． 

 ②WorldView-2 画像と WorldView-1 画像の水平位置誤差（RMSE）は，補正点を１点使用してオルソ

補正を実施することにより，おおむね 1ｍ以内となったことを確認した．特に，WorldView-1 と比

較して WorldView-2 オルソ画像全体の誤差が小さかった．また，補正点の点数と誤差の関係につい

ても整理した． 

以上の結果については今後国土地理院において追試験を行い，検証の妥当性を評価する予定である． 
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２）テーマ２：0.5ｍ以下級衛星画像からの図化の精度評価 

 検証手法等についての検討を行い，平成 23 年度以降の検証を次の手法により実施することとした． 

 ①デジタル航空カメラにより 20cm 解像度で撮影されたカラー空中写真から，ステレオ図化を実施し，

通常の空中写真測量の工程に準じて数値地形図データを作成する． 

 ②0.5ｍ以下級衛星画像（GeoEye-1，WorldView-2）から，ステレオ図化及びオルソ図化を実施する． 

 ③衛星画像によるステレオ図化及びオルソ図化の結果と，空中写真によるステレオ図化結果を比較

する．また，必要に応じて現地調査等を実施する．主な評価項目は次のとおり． 

（ア） 標定精度：使用する基準点数による標定精度の違いについて評価を行う． 

（イ） 水平位置精度：標準的な図式等を参考に，図化により取得する道路縁，建物縁，水崖線等

の水平方向の位置精度や分類・識別性（例えば，どの程度の幅員の道路まで道路縁が認識

できるか等）について評価を行う． 

（ウ） 高さ精度：等高線及び標高点の測定値の評価を行う． 

 

３）テーマ３：0.5ｍ以下級衛星画像の判読及び主題図作成の研究 

 今年度は，0.5ｍ以下級衛星画像と空中

写真及び１ｍ級衛星画像の判読性能を比

較した判読事例集（判読カード）を作成

した．判読事例集の一例を図－１に示す．

判読の対象地物は 2500 レベルの地図表

現に必要な地物とし，各画像を実体視で

きるように配置した． 

 各画像を比較した結果，0.5ｍ以下級衛

星画像ではほとんどの地物で空中写真

（地上分解能 0.3ｍ）並みの判読が可能

であることが分かった．１ｍ級衛星画像

でもある程度の地物は判読可能であった

が，道路の中央分離帯や車道と歩道との

境界等は不明瞭で，判読性能が劣ってい

た． 

 

４．結論 

 0.5ｍ以下級衛星画像の有用性を検証

するために，３つのテーマについてそれ

ぞれ分担して検討した．今後は主にテー

マ１の追試験やテーマ２の図化精度評価，

テーマ３の主題図作成（災害判読特性把

握を含む）について研究を実施し，成果

を公表していく． 

  

図－１ 判読事例集の一例 
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電子国土基本図行政界の一元化の為の調査研究業務（沖縄・茨城地区） 
 
 

実施期間       平成22年度 
測図部基本情報調査課 羽生  栄  佐藤  勝  

登坂   昇 
 
１．はじめに 
国土地理院が整備･提供している基盤地図情報は，それぞれの自治体で作成した都市計画基図（DMデータ）等を

基に整備しているため，隣接する自治体間の行政界が一元化されていない状況にある． 

本調査研究は，今後の行政界を一元化するための方向性を検討するため，指定する自治体において，2500レベ

ル基盤地図情報の行政界の不一致の状況や処置パターン別に一元化調整を試行的行い，今後の行政界を一元化する

ための方向性について検討を行った． 

 

２． 研究内容 
（１）行政界の状況調査 

行政界の状況調査は，基盤地図情報の整備・提供地区のうち，下記の市町において地籍調査の進捗状況，及

び地籍調査における確定図の電子化の状況等を調査し，隣接市町との行政界が確定しているか否かの確認作業

を行った． 

① 行政界状況の把握 

茨城県  土浦市，かすみがうら市，阿見町 

沖縄県  那覇市，浦添市，宜野湾市，南城市，南風原町，北谷市 

② 行政界状況図の作成 

把握した行政界の状況をもとに行政界状況図を作成した． 

（２）確定行政界の状況調査 

確定行政界の状況調査は，（１）で調査した行政界の確定地区のうち，隣接する市町間について，次の作業を 

行った． 

 ① 行政区画界線の形状調査 

基盤地図情報（縮尺レベル 2500）を用いて，行政界線の形状調査を実施し，形状が明らかに相違する

箇所を抽出した． 

② 行政界状況調査 

①の作業で抽出された箇所について，関係市町にて確定地図等を収集し，現況の調査・確認作業を実

施した． 

（３）試作素図の作成 

試作素図の作成は，二重になっている2500レベル電子国土基本図の行政界の一元化処理を行い，次の方法で

作成した． 

  ①  行政界が確定している地区については，収集した地図を使用して一元化を実施した． 

  ② 一元化に利用できる資料が無い場合は以下のとおり，乖離ランク別に対応し，フラグをたて種別化した． 

Ａ：乖離大は，25000レベルの行政界と同型市町を採用する．  

Ｂ：乖離小は，表示状況を考慮してどちらかの市町を採用するか，表示調整を行う．  
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Ｃ：二重表示でも乖離は無いものと思われるものは，一部表示調整もあるが，基本的にはどちらかの

市町を採用する．       

③ 関係市町に確認の必要がある箇所を抽出し，作業工程上においてその原因を調査・記述すると共に出力

図を作成した． 

（４）行政界の一元化作業工程マニュアル素案及び報告書の作成  

  （１）～（３）に基づき，行政界の一元化作業工程マニュアル及び報告書を作成した． 

 

３．得られた成果 

 本調査研究では，指定する市町において，行政界の確定状況を把握することにより，収集した資料を基に電子国

土基本図の行政界の一元化処理を試行することができた．一元化の処理をどのパターンで実施するか，その判断は

確定資料の状況によるが，資料がない場合は地形地物による判断も必要となってくる． 

 次表は，一元化パターンにおけるメリット・デメリットを整理したものである． 

 

処置パターン 考え方 メリット デメリット 

乖離小の為どちらかに決め

る 

誤差の範囲内で同じ位置を

表しているので問題なし 

ほぼ正確な確定行政界が得

られる 

特になし 

25000レベルの行政界を使用 

 

乖離が激しく筆からは判断

できないので25000を使用 

どうにも対応が決められな

い時に手段として選択 

位置精度が悪く正確性，妥当

性に欠ける 

地籍図が乖離しているが中

間線を採用 

機械的に中心をとる 当事者間の協議が平行線に

なった場合に有効 

妥当性がない 

（あくまでも一時的な対応） 

地籍図が乖離しているがど

ちらかを採用 

何らかの判断に基づいてど

ちらかを採用 

（精度・鮮度など） 

当事者間で合意すれば妥当

な考え方 

判断根拠がない場合は，この

手法は採用できない 

地形に合わせて行政界を設

定 

（道路・河川の中心） 

当事者間の協議により道路

の中心線と決める 

一般的によくある手法で説

明しやすい 

当事者間で合意すればデメ

リットは少ない．地積図との

不整合問題が発生する 

地形に合わせて行政界を設

定 

（道路縁や河川被覆など地

物に沿って） 

当事者間協議により地物の

位置を基準に決めてしまう 

（オルソ画像があれば対応

しやすい） 

一般的によくある手法で説

明しやすい 

 

一般的によくある手法だが

位置の根拠があいまい 

 

 

４．まとめ 

当該市町村の双方とも地籍調査が終了している場合は，当事者間で合意が無い場所を除いては測量の誤差範囲内

での行政界の一元化は可能である．また，どちらか片方のみ地籍調査が終了している場合においても，地籍調査未

実施の隣接市町村との合意は必要となるが，地籍調査が完了している市町村の情報を使用しての行政界の一元化は

可能である．しかし，両者とも地籍調査が完了していない場合は，本業務で作成したマニュアルに基づいて，ある

程度科学的な根拠に基づいた行政界一元化のための基礎資料を作成し，市町村に対して，行政界一元化に向けた働

きかけを実施していくことも必要である． 

なお，本調査研究における行政界の一元化は，いずれも，収集した境界確定資料をもとに試行作業的に一元化を

実施したものであり，本来であれば，市町村の地番図が適切に更新され，それが都市計画基本図の行政界に反映さ

れ，その上で基盤地図情報の行政界へ反映されることがより望ましい姿である． 
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